
○北中城村６次産業化支援事業補助金交付要綱 

(平成26年7月30日訓令第12号) 
 

(趣旨) 

第1条 村長は、６次産業化ネットワーク活動交付金実施要綱（平成25年５月16日 25

食産第599号農林水産事務次官依命通知。以下「実施要綱」という。）に基づき、農林

漁業者の組織する団体、商工業者の組織する団体、食料産業クラスター協議会、地域

協議会、第三セクター、民間事業者、公益社団法人、公益財団法人、一般社団法人、

一般財団法人、特例民法法人、特定非営利活動法人、企業組合、事業協同組合、国立

大学法人、公立大学法人、学校法人、独立行政法人、地方独立行政法人及び知事が沖

縄総合事務局長と協議の上特に必要と認める団体（以下「特認団体」という。）が行

う事業について、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関し

ては、実施要綱及び沖縄県補助金等の交付に関する規則（昭和47年沖縄県規則第102

号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

(交付対象事業、経費及び交付率) 

第2条 交付の対象となる事業（以下「事業」という。）、経費及びこれに対する交付率

は別表に定めるところによる。 

(補助金の交付申請) 

第3条 補助金の交付を受けようとする者は、毎年度村長が定める日までに北中城村６次

産業化支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に関係書類を添えて村長に提出しな

ければならない。 

2 補助金の交付を受けようとする者は、前項の申請書を提出するにあたって、当該補助

金に係る仕入れに係る消費税等相当額（交付対象経費に含まれる消費税及び地方消費

税に相当する額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る

消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）

に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をい

う。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請

しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る仕入れに係る消費税

等相当額が明らかでない事業実施主体については、この限りではない。 

(補助金等の交付決定及び通知) 

第4条 村長は、補助金等の交付の申請があったときは、当該申請書に係る書類等の審査

及び必要に応じて現地調査等により当該申請に係る補助金等の交付が法令等及び予算

で定めるところに違反しないかどうか、補助事業等の目的及び内容が適正であるかど

うか、金額の算定に誤りがないかどうか等を調査し補助金等を交付すべきものと認め

るときは、すみやかに補助金等の交付の決定をしなければならない。 



2 村長は、補助金等の適正な交付を行なうため必要があるときは、補助金等の交付の申

請に係る事項について修正を加えて補助金等の交付の決定をすることができる。 

3 村長は、補助金等の交付の決定をしたときは、すみやかにその決定の内容及びこれに

条件を附した場合には、その条件を補助金等の交付の申請をした者に通知しなければ

ならない。 

(申請書の取下げ) 

第5条 補助金の交付決定通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助金の

交付申請を取り下げようとするときは、交付決定の通知を受けた日から起算して30日

を経過した日までにしなければならない。 

(重要な変更の承認) 

第6条 補助事業者は、別表の重要な変更をしようとするときは、北中城村６次産業化支

援事業補助金変更承認申請書（様式第２号）を村長に提出して事前に承認を受けなけ

ればならない。 

(事業の着手) 

第7条 補助事業者は、工事又は機械購入を伴う事業については、補助金交付決定の通知

を受けた場合は遅滞なく着手し、着手後速やかに北中城村６次産業化支援事業補助金

に関する入札結果報告・着工届（様式第３号）を村長に提出しなければならない。 

(事業遅滞等の報告) 

第8条 補助事業者は、次の各号に掲げる場合には、それぞれ当該各号の定めるところに

より、村長の指示を受けなければならない。 

(1) 事業が予定期間内に完了することができないと見込まれるときは、北中城村６次

産業化支援事業補助金予定期間延長承認申請書（様式第４号）を速やかに村長に提

出すること。      

(2) 事業の遂行が困難となったときは、その理由及び遂行状況を記載した書類を速や

かに村長に提出すること。 

(概算払いの請求) 

第9条 補助事業者は、補助金の概算払いを受けようとするときは、北中城村６次産業化

支援事業補助金概算払請求書（様式第５号）を村長に提出しなければならない。 

(遂行状況報告) 

第10条 補助事業者は、事業の遂行状況について、補助金の交付決定を受けた年度の各

四半期（第４・四半期を除く。）の末日現在における北中城村６次産業化支援事業補

助金遂行状況報告書（様式第６号）を作成し、当該四半期の最終月の翌月10日までに

村長に提出しなければならない。 

2 村長は、前項に定める時期のほか、事業の円滑適正な執行を図るため必要があると認

めるときは、補助事業者に対して当該補助金の遂行状況報告を求めることができる。 

(竣工届) 



第11条 補助事業者は、工事が完了したときは、速やかにその旨を北中城村６次産業化

支援事業に関する竣功届（様式第７号）により、村長に提出しなければならない。 

(実績報告) 

第12条 補助事業者は、事業の完了した日から起算して20日を経過した日又は補助金等

の交付決定を受けた年度の３月31日までのいずれか早い日までに北中城村６次産業化

支援事業補助金実績報告書（様式第８号）を村長に提出しなければならない。 

2 第３条第２項ただし書により交付の申請をした補助事業者は、前項の実績報告書を提

出するにあたって、第３条第２項ただし書に該当した場合について当該補助金に係る

仕入れに係る消費税等相当額が明らかになった場合には、これを補助金から減額して

報告しなければならない。 

3 第３条第２項ただし書により交付の申請をした補助事業者は、前項の実績報告書を提

出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る仕入れに係

る消費税等相当額が確定した場合には、その金額（前項の規定により減額した事業実

施主体については、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を仕入れに係る消費税

等相当額報告書（様式第９号）により速やかに村長に報告するとともに、村長の返還

命令を受けてこれを返還しなければならない。 

また、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかにならない場合又は

当該補助金に係る仕入に係る消費税相当額がない場合であっても、その状況等につい

て、当該補助金の額の確定のあった日の翌年５月20日までに、同様式により村長に報

告しなければならない。 

(補助金等の額の確定及び精算払い) 

第13条 村長は、補助事業等の完了又は廃止に係る補助事業等の成果の報告を受けた場

合においては報告書等の書類の審査及び必要に応じて行なう現地調査等により、その

報告に係る補助事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容及びこれに附した条件に

適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金

等の額を確定し、当該補助事業者等に通知するとともに、精算払いの請求があるとき

は、これを精算する。 

(財産処分の制限) 

第14条 規則第20条第２号に定める財産は、１件あたり取得金額が50万円以上の機械

及び器具とする。 

(証拠書類等の保管) 

第15条 補助事業者は、事業の内容を明らかにした帳簿及び証拠書類を整理し、事業完

了年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。 

2 事業により取得又は効用の増加した財産で処分制限期間を経過しない場合においては、

財産管理台帳（様式第10号）及びその他関係書類を整備保管しなければならない。 

附 則 



この訓令は、平成２６年７月３０日から施行し、平成26年4月1日から適用する。 

附 則 

別表(第２条関係) 
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推進
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金 

1 支援体制整備事業 

 

 実施要綱に基づいて行う事業に要

する経費 

 

(1) 推進会議の開催 

 

【推進会議開催費】 

 

講師謝金、講師旅費、会場借料、 

会場設営費、会場整理賃金、資料印

刷費、開催案内印刷・発送費（印刷

費、発送費、発送賃金）等 

 

(2) 人材育成研修会の開催 
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【人材育成研修会開催費】 

 

講師謝金、講師旅費、開催案内印

刷・発送費（印刷費、発送費、発送

賃金）、会場費（会場借料、会場等

備品、会場整理賃金）、テキスト作

成費（原稿料、資料印刷費）等 

 

【個別相談会実施費】 

 

講師謝金、講師旅費、開催案内印

刷・発送費（印刷費、発送費、発送

賃金）、資料作成費（原稿料、資料

印刷費）、個別相談開催費等 

 

(3) 交流会の開催 

 

【交流会開催費】 

 

講師謝金、講師旅費、開催案内印

刷・発送費（印刷費、発送費、発送

賃金）、 会場費（会場借料、会場等

備品、会場整理賃金）、テキスト作

成費（原稿料、資料印刷費）、アン

ケート調査費等 

 

【個別相談会実施費】 

 

講師謝金、講師旅費、開催案内印

刷・発送費（印刷費、発送費、発送

賃金）、資料作成費（原稿料、資料

印刷費）、個別相談開催費等 

 

(4) 農林漁業者等へのサポート活動 

 

【個別相談等実施費】 

 

講師謝金、講師旅費、開催案内印

刷・発送費（印刷費、発送費、発送

賃金）、資料作成費（原稿料、資料

印刷費）、個別相談開催費等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主

体

の

変

更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【事業推進費】 

 

企画立案推進員手当、企画立案推進

員旅費等 

 

【事業管理運営費】 

 

管理運営員手当、資料印刷費（印刷

費、発送費、発送賃金）、通信機器

類等リース料、通信費、情報提供

費、消耗品費等 

 

2 推進事業 

 

実施要綱に基づいて行う事業に要す

る経費 

 

(1) 推進会議の開催 

 

【推進会議等開催費】 

 

講師謝金、講師旅費、会場借料、会

場設営費、会場整理賃金、資料印刷

費、試食実施費、開催案内印刷・発

送費、通信費、消耗品費等 

 

(2) プロジェクト調査・検討 

 

【プロジェクト検討費】 

 

委員謝金、委員旅費、会議費、調査

員手当、調査員旅費、調査票印刷

費、発送賃金、郵送料、集計整理賃

金、資料印刷費、通信費、消耗品費

等 

 

(3) プロジェクトリーダーの育成 

 

【研修受講費】 

 

講義費、旅費、テキスト購入費等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定額(1/2以内。ただし、(1)～(3)

のうち六次産業化・地産地消法

（注１）第41条１項に基づき定め

られた地域の農林水産物の利用の

促進についての計画（以下「地産

地消促進計画」という。）に基づ

く県若しくは市町村の取組又は(4)

のうち六次産業化・地産地消法第

５条に基づき認定された総合化事

業計画、農商工等連携促進法（注

２）第４条に基づき認定された農

商工等連携事業計画若しくは六次

産業化・地産地消法に基づき定め

られた地産地消促進計画に基づく

取組にあっては、2/3以内）  
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(4) 新商品開発・販路開拓の実施 

 

【新商品開発費】 

 

試作品及びパッケージデザインの開

発のための開発員手当、資材購入

費、成分分析等検査費、試作品の製

造に関する機器のレンタル・リース

料等 

 

【市場評価実施費】 

 

調査員手当、調査員旅費、会場借

料、会場装飾費、資料印刷費、アン

ケート調査費等 

 

【販路開拓費】 

 

商談会等への出展に要する費用、商

品をＰＲするための試供品、ポスタ

ー、パンフレット等の作成費、活動

員手当、活動員旅費等 

又

は

廃

止 

 

２
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1 整備事業 

 

実施要綱に基づいて行う事業に要す

る経費 

 

(1) 農林水産物等の加工・流通・販

売等のために必要な施設 

 

ア 農林水産物等集出荷のために必要

な施設 

 

農林水産物等の選別・選果用機械、

冷却・冷蔵用機械、検査用機械、出

荷用機械、農林水産物等の集出荷の

ための建物 

 

イ 農水産物等処理加工のために必要

な施設 

 

農林水産物等の処理･加工･冷蔵･貯

定額（1/2以内） 
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蔵･包装用機械、農林水産物等の処理

加工のための建物 

 

ウ 農林水産物の高付加価値化及び地

域の生産・加工との連携等を図る農

林水産物等の総合的な販売施設・地

域食材提供施設 

 

農林水産物等の総合的な販売のため

の機械、建物及び地域食材提供のた

めの機械、建物 

 

エ 捕獲獣肉等食材提供のための機械

及び建物 

 

捕獲獣肉等食材提供のための機械及

び建物 

 

オ 収穫後用病害虫防除のために必要

な施設 

 

農林水産物の病害虫防除のための機

械、建物 

 

カ 未利用資源活用のために必要な施

設（売電を目的とする取組を除

く。） 

 

農林水産物の副産物、農林水産業廃

棄物、太陽熱等地域における未利用

資源をエネルギー化するために必要

な機械、建物（売電を目的とする取

組を除く。） 

 

キ ア～カの附帯施設 

 

(2) 農林水産物等の生産のために必

要な施設等 

 

ア 簡易土地基盤整備 

 

障害物除去、深耕、整地、客土、暗

更 



きょ排水、かんがい排水、農道整

備、有機物投入等 

 

イ 農業用水のために必要な施設 

 

水源・貯水機械、建物 

 

ウ 営農飲雑水のために必要な施設 

 

家畜の飼育、園芸作物等の栽培（か

んがい用施設を除く。）、農作物の

洗浄のための機械、建物 

 

エ 高生産性農業用のために必要な施

設 

 

農業用機械施設補助の整理合理化に

ついて（昭和57年４月５日付け57

予第401号農林水産事務次官依命通

知）の記に基づき交付の対象となる

農業用機械・施設 

 

オ 乾燥調整貯蔵のために必要な施設 

 

乾燥機、籾摺り機、袋詰め機、色彩

選別機、貯蔵機械、建物 

 

カ 育苗のために必要な施設 

 

水稲、野菜等の育苗機械、建物 

 

キ 水産用種苗生産・蓄養殖のために

必要な施設 

 

養殖用生産機械、放流用の種苗の生

産機械、建物（漁業管理、資源回復

の取組を阻害するおそれのある取組

（資源回復に取り組むべき魚種に対

して過剰漁獲が生ずる場合など）を

除く。） 

 

ク 高品質堆肥製造のために必要な施



設 

 

堆肥製造用・堆肥保管用機械、建物 

 

ケ 新技術活用種苗等供給のために必

要な施設 

 

新技術を活用した育苗・増殖・培養

機械、建物 

 

コ 特用林産物生産のために必要な施

設 

 

きのこ類等特用林産物の生産に必要

な機械、建物 

 

サ 農林水産物運搬のために必要な施

設 

 

農林水産物の栽培管理に必要な資材

や収穫物を運搬するための機械、建

物 

 

シ 未利用資源のために必要な施設

（売電を目的とする取組を除く。） 

 

農林水産物の副産物、農林水産業廃

棄物、太陽熱等地域における未利用

資源をエネルギー化するために必要

な機械、建物（売電を目的とする取

組を除く。） 

 

ス ア～シの附帯施設 

 

（３） 食品等の加工・販売のために

必要な施設 

 

ア 農林漁業者団体等と連携する中小

企業者が行う食品等の加工・販売の

ために整備する施設 

 

農林漁業者団体等と中小企業者との



間の、新商品の原材料となる連携農

林水産物（商品の重要なセールスポ

イントを形成する上で不可欠な属性

を有している農林水産物をいう。以

下同じ。）を有効に活用した食品等

の加工・販売に必要な、当該新商品

の製造過程に対応した機械・施設

（販売施設は、加工機械･施設の整備

と一体的に整備するものに限る。） 

 

イ アの附帯施設 

（当該新商品の加工・販売の用途に

使用されるものに限る。） 

（注１） 「六次産業化・地産地消法」とは、地域資源を活用した農林漁業者等に

よる新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律（平

成２２年法律第６７号）をいう。 

（注２） 「農商工等連携促進法」とは、中小企業者と農林漁業者との連携による

事業活動の促進に関する法律（平成２０年法律第３８号）をいう。 


